パート労働法の趣旨の適用に関する総務省回答等
【2011年10月24日　自治労臨時・非常勤等職員全国協議会の公務員課交渉】
公務員課・前(すすめ)理事官回答
パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。
しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられる。臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい。
【2011年10月25日　自治労の公務員部長交渉】
三輪公務員部長回答
パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。　
しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられ、臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたいと考えている。
【2011年12月20日　公務員連絡会地公部会の公務員部長交渉】
三輪公務員部長回答
パート労働法の適用について、パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものである。公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。
しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要であると考えている。臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行っていきたいと考えている。
【2012年3月28日　公務員連絡会の春闘交渉】
川端総務大臣回答
パート労働法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要である。
　労働基準法等の遵守、社会保険の適用などは各地方公共団体が責任を持って対応していくべきものである。
総務省としても、各地方公共団体に対して必要な助言等を行ってまいりたい。
【2012年6月1日　重野安正衆議院議員の衆議院本会議質疑】
川端総務大臣答弁
パート労働法については、勤務条件が住民や国民の意思である法令、条例に基づいて定められている公務員は適用が除外されておりますが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、「通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保」というパート労働法の趣旨も踏まえた対応がなされていることが重要と考えております。
総務省としても、臨時・非常勤職員の任用や処遇に関し、各地方公共団体に対し、必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたいと考えております。
